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福島第一原子力発電所廃炉作業の取組み状況（概要版）

3

2 １～４号機の現状 P.12

1

中長期ロードマップの進捗状況 P.13～19

4

多核種除去設備等処理水の取扱いに関する検討状況について P.2～11

労働環境 P.20

5 その他取組みとトラブルの対応状況について P.21～25
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多核種除去設備等処理水※1の取扱いについて

ALPS処理水の
取扱いに関する

小委員会
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※1 「ALPS処理水」という
※2 人及び環境への放射線の影響評価を含む
※3 少量の放出から慎重に開始

1

海水で希釈したALPS処理水の海洋放出にあたっては、法令に
基づく安全基準等を遵守し、人及び周辺環境、農林水産品の
安全を確保してまいります。
また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングのさら
なる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEA(国際
原子力機関）による安全性確認などに取り組むとともに、
正確な情報を透明性高く、継続的に発信してまいります。
今後も地域のみなさま、関係するみなさまのご意見等を丁寧
に伺い、設備の設計や運用等に適宜反映してまいります。

※2

※3

2021年4月に、政府の「福島第一原子力発電所における多核種除去
設備等処理水の処分に関する基本方針」の決定以降、これを踏まえ
た当社の対応についてお示しするとともに、風評影響を最大限に
抑制するための対応を徹底するべく、安全確保のための設備の設計
や運用等について、検討の具体化を進めてまいりました。
2021年8月25日に、検討を進めてきた取水・放水設備や海域モニタ
リング等も含め、安全確保のための設備の具体的な設計及び運用等
の検討状況、ならびに風評影響及び風評被害への対策について、
お示ししました。

資料－３_①スライド３
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ALPS処理水の取扱いに対する当社のお約束1

基 本 姿 勢

モニタリングの拡充・強化

情報発信と風評抑制

適 切 な 賠 償

タンクからの漏えい防止

・法令に基づく安全基準や関連する国際法、国際慣行を遵守します。

放出する水は安全を確実なものとし、 公衆や周辺環境、農林水産品の

安全を確保します。

・海域モニタリングを拡充・強化し、風評影響の抑制をはかります。

・モニタリングに関する客観性・透明性を確保します。

・発電所敷地内のタンクについては、漏えい有無を継続的に監視する

など、保守管理を適切に行います。

・環境影響に関する正確な情報を透明性高く継続的に発信し、国内外

の懸念払拭、理解醸成をはかります。

・風評影響を最大限抑制するため、さまざまな産業に関する生産・加工・

流通・消費対策（販路開拓等）に全力で取り組みます。

・これらの対策を最大限に講じてもなお、風評被害が生じた場合には、

迅速かつ適切に賠償を行います。

資料－３_①スライド４
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安全確保に必要な設備の検討1

取水した海水と混合し、
十分に希釈

ＡＬＰＳ処理水の流れ
ＡＬＰＳ処理水の「受入」「測定・確認」「放出」の3つの
役割をもった測定・確認用設備のサンプルタンク群(①)
でトリチウム、62種類の放射性物質（多核種除去設備
での除去対象物質）、炭素14の放射能濃度を測定・
評価し、トリチウム以外の放射性物質が環境への放出
に関する規制基準値を確実に下回るまで浄化している
ことを確認します。また、第三者機関による測定・評価
も実施します。もし、浄化が不十分だった場合には、
二次処理設備(②)に返送して規制基準値以下になる
まで再浄化します。

ＡＬＰＳ処理水を希釈する海水の流れ
ＡＬＰＳ処理水を希釈する海水を5号取水路(④)から取水し、
海水ポンプ(⑤)で移送します。

海水で希釈したＡＬＰＳ処理水の流れ
・希釈用の海水にＡＬＰＳ処理水を流しながら混合させ

ます。(⑦)この時、海水希釈後のＡＬＰＳ処理水の
トリチウム濃度が1,500ベクレル／㍑未満であることを
測定・確認用設備(①)のトリチウム濃度の分析結果と
ＡＬＰＳ処理水の流量(③)・海水流量(⑥)から算出します。
また、トリチウム以外の放射性物質の濃度については、
規制基準値以下の水を希釈するので、より低い値となります。

・海水で希釈されたＡＬＰＳ処理水(放出水）は、放出管⑧を通って、
放水立坑(⑨)に溜まります。放水立坑に溜まった水でトリチウム
濃度の測定を実施した後、約1kmの海底トンネル(⑩)を経由して
海洋に放出します。

◆異常時対応
・ALPS処理水の流量計(③)の故障や海水ポンプ(⑤)の停止等、

ALPS処理水の希釈に異常が生じた場合は、緊急遮断弁(③、⑪)
を速やかに閉じるとともに、ALPS移送ポンプ(⑫)を停止します。

・津波による水没等に備え緊急遮断弁(③)を防潮堤（⑬）内側に
設置します。

資料－３_①スライド９

[安全確保のための設備全体像（風評影響を最小化）]

ALPS処理水の流れ

放出

⑦ヘッダー管

海水で希釈した
ALPS処理水の

流れ
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安全確保に必要な設備の検討1

海水移送ポンプ
取水した海水と混合し、
十分希釈する

ALPS処理前水
（ストロンチウム

処理水等） 構内貯留タンク

廃棄物

希釈

大量の海水（100倍以上）にて
希釈するため、希釈後の放出水
のトリチウムを除く核種の告示
濃度比総和は、0.01未満となり
ます。 緊急

遮断弁

緊急時の措置

故障や停電により設備が計画している
機能を発揮できない場合や海域モニタ
リングで異常値が検知された場合は
放出を停止します。

二次処理

必要に応じて二次処理を実施し、環境へ
の放出に関する規制基準値を確実に下回
る*ことを確認します。＊告示濃度比総和「1未満」

トリチウム以外で告示濃度
比総和「1以上」

放出量

当面は、事故前の福島第一原子力発電
所の放出管理目標値である年間22兆ﾍﾞ
ｸﾚﾙの範囲内で行い、廃炉の進捗等に
応じて適宜見直します。

多核種
除去設備
［ALPS］

二次処理
設備

敷地利用計画

ALPS処理水を安定的に放出し、かつ廃炉に必要
な施設の建設を進めるため測定・確認用設備、
代替用タンクの整備と、空になっていく貯留
タンクの解体等について検討します。

測定・確認用設備

トリチウム以外で告示濃度比
総和「1未満」 ALPS処理水の分析

ALPS処理水中のトリチウム、62核種（ALPS除去対

象核種）及び炭素14の放射能濃度の測定・評価結
果は随時公開し、第三者機関による測定・評価
や公開等も実施します。

放出水のトリチウム濃度

放出水のトリチウム濃度は、規制基準値
（60,000ベクレル／㍑）の40分の１である
1,500ﾍﾞｸﾚﾙ／㍑未満とし、放出前のトリチウ
ム濃度と希釈水量で評価します。

［海洋放出設備の概念図］

取水 放水

資料－３_①スライド９
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安全確保に必要な設備の検討1

[測定・確認用設備]

・処理途上水※については、ALPS等で再浄化を実施します。

・トリチウム、62核種、炭素14を希釈放出前に測定（含む第三者機関の測定）

し公表します。

・62核種、炭素14については、規制基準値を下回ることを確認します。

循環・撹拌により均一化した上で分析する水を採取し
放出前最終分析 所要期間：約2ヶ月

資料－３_①スライド６

ALPS

ALPS

※ 処理水途上水：環境への放出に関する基準を満たしていない水
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安全確保に必要な設備の検討1

［希釈設備の仕様］

・年間のトリチウム放出量を22兆ベクレルを下回る水準で運用します。
・海水希釈後のトリチウム濃度が1,500ベクレル/㍑未満となるよう

海水で十分に希釈します。
・放出するトリチウムの濃度および量は、毎年度末に、その時点の

最新データに基づき、できるだけ少なくなるよう見直します。

・海水移送ポンプは、1台あたり17万m3 /日程度のポンプを3台用意
します。 （2台運転、1台待機運用を想定）

ALPS処理水・海水の合流部

（イメージ図）
直径約
10cm

ALPS処理水
最大500m3/日

海水1配管あたり
17万m3/日

海水流量
34万m3/日

海水とALPS処理水が
十分に混ざり放水立坑へ

直径約2.5m

［トリチウム濃度の測定］

・「測定・確認用設備」で予め測定しているトリチウム
濃度をリアルタイムで測定している「ALPS処理水
流量計」、「希釈海水流量計」の測定結果で割算
することにより、リアルタイムでトリチウム濃度が
1,500ベクレル/㍑を十分に下回っていることを
確認します。

・加えて、以下のサンプリングによる確認を実施します。
①放出中は希釈後の処理水を毎日サンプリング

（速やかに公表）
②当面の間は、放水立坑を活用して直接、放出前

に希釈状況を確認後、放出を開始

測定・確認用設備
（サンプリング設備）

流量比から
希釈倍率を評価

放出管

ALPS処理水
移送ポンプ

希釈海水
流量計

ALPS処理水
流量計 ALPS処理水

流量調整弁

上限500m3/日

海水移送ポンプ

放水立坑

希釈状況を確認

資料－３_①スライド６
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1

［取水・放水設備］

・取水は5号機取水路を使用、北防波堤の一部を改造し、仕切堤で分離することで、
港湾内の海水が希釈用の海水と直接混合しないよう考慮します。

・放水は海底トンネルを使用、沿岸から約1km離れた場所とし、放出したALPS処理水
を含む海水が、希釈用の海水として再度取水されにくいよう考慮します。

拡大

Ｎ

取水
仕切堤

施工長さ約65m

透過防止工一部撤去
施工長さ約40m

港湾外取水イメージ

6号取水口 5号取水口

北防波堤基部

透過防止工一部撤去

取水

仕切堤＋シート

港湾外 取水池

港湾外
取水池

海底トンネル
長さ：約1km

希釈設備放水立坑

北防波堤

北防波堤

資料－３_①スライド７・８

安全確保に必要な設備の検討
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海洋生物の飼育試験に関する検討状況

ALPS処理水を含む海水環境において、
実際に海洋生物を育成し、これまで
得られている科学的知見に照らすと
ともに、その状況をお示ししていく
ことで、ALPS処理水の処分方法に
ついてご理解いただき、風評影響の
抑制につなげていきます。

現時点で把握している課題の検討や
飼育設備の設計等を進め、2021年度
第３四半期（10月～12月）から発電所
周辺の海水での飼育（水槽①）の練習、
飼育上の課題に対して取り組んでいく
予定です。

1

資料－３_①スライド１２

・国内での養殖実績があるものから選定予定であるが、具体種(魚･貝･海藻等)や形態
(幼魚または成魚)は、今後、専門家のご意見を踏まえて決定する。
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風評影響及び風評被害への対策

・ALPS処理水の海洋放出に関する疑問や風評へのご懸念にしっかりと
向き合い、関係者のみなさまへの説明を尽くします。

・消費者をはじめ広く国内外のみなさまの理解を深めていただける
よう、様々な媒体を活用し、正確で分かりやすい情報を発信します。

1
［理解醸成に向けたコミュニケーション］

●科学的根拠に基づく情報をお伝えし、疑問やご懸念に応えていきます
・関係する方とのコミュニケーション(対話・説明)
・国内外メディア・有識者、海外への情報発信(現場取材勧奨 等)

●取組の透明性を確保します
・国際原子力機関(IAEA)による安全性確認の受け入れ 等

●地域や社会の関心事項に沿った対応に向け、体制を強化します
・理解醸成に向けた情報発信の改善、司令塔機能の強化 等

「トリチウム」冊子

英語･中国語･
韓国語版を公開

処理水
ポータルサイト

IAEAレビューミッション（2021年9月8日）
発電所幹部との意見交換、現地視察状況

・風評影響を受け得る産業の生産・加工・流通・消費の
各段階への取組を強化・拡充します。

［生産・加工・流通・消費対策］

小売店での販促イベント

販売ブース

資料－３_①スライド１７～２０

●福島県産農林水産物の販路開拓・消費拡大

・小売・飲食店における販促イベント・フェア開催ならびにコロナ

禍に対応したECサイト販売を水産品を中心に強化・拡充

します。

・ふくしま応援企業ネットワークにおける消費を拡大します。

・(公社)福島相双復興推進機構を通じて仲買・加工業者さまを

新たに支援します。

●全国の魚食振興

・福島県をはじめ近隣県を含めた全国大の魚食振興に資する

取組を実施し、全国的な魚食量の回復に尽力します。

●関係者の方々との対話・協議を通じた対策

・福島県及び近隣県をはじめとする関係者の方々からご意見を

伺い適切な対策を講じてまいります。
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多核種除去設備等処理水の放出に伴い風評被害が発生した場合における
賠償のお取扱いについて1

風評影響を最大限抑制するべく対策を講じた上でもなお、
ALPS処理水放出に伴う風評被害が発生した場合には、
期間を限定せず、その損害を迅速かつ適切に賠償させて
いただきます。

［風評被害が生じた場合の対策］

資料－３_①スライド２１～３０

■基本的な考え方

・あらかじめ賠償期間や地域、業種を限定することなく、

ALPS処理水放出による損害を賠償させていただきます。

・損害の確認にあたっては、個別のご事情を丁寧にお伺いし、

対応させていただくとともに、統計データの分析等から

算出した風評影響がなかった場合の想定値から価格や取引

数量などが減少すれば、風評被害があると推認するなど、

被害者さまに極力ご負担をおかけすることのないよう、

柔軟に対応してまいります。

・関係者の方々のご懸念に対し具体的な賠償基準等を丁寧に

説明し、ご理解をいただけるよう努めてまいります。

また、賠償に関する専用お問い合わせ窓口を設け、ご懸念の

声をしっかり受け止め、寄り添って対応してまいります。

［ALPS処理水放出に伴う賠償の共通する考え方］

●あらかじめ賠償期間や地域、業種を限定せず、ALPS処理水放出に

伴う損害を賠償

・ALPS処理水放出前の風評被害のお申し出にも、ご事情を
丁寧にお伺いし、迅速かつ適切に対応します

・間接的な損害※に対しても、ご事情を丁寧にお伺いし、適切
に対応します

・将来分一括賠償をお支払いしている場合でも、別の新たな
損害として対応します

●被害者さまに極力ご負担をかけない柔軟な対応

・風評被害の発生の確認・損害額の算定・ご請求方法は、過去の
賠償に関する考え方や仕組みを最大限活用します

・風評被害の発生の確認にあたり、地域や業種ごとの統計データ
などを用いて損害を推認するなど、ご請求者さまのお手間を
軽減できる方法を提案します

・損害の推認が困難な場合でも、事業者さまごとに被害実態を
丁寧にお伺いし対応します

・損害額の算定にあたり、これまでにご提出いただいている書類も
活用するとともに、事業者さまごとのご事情を考慮し柔軟に
対応します

●関係者の方々のご懸念に対する丁寧な対応

・ご懸念に対して具体的な賠償基準などを訪問・説明会などに
より丁寧に説明します

・風評賠償の枠組みは、関係者の皆さまのご意見をお伺いし
具体化します

※【例】風評被害を被っている旅館・ホテルなどにタオルや
シーツを納入する事業者さまが被られる損害など
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１～４号機の現状

1号機 2号機 3号機 4号機

オペレーティング
フロア※1

使用済
燃料プール

使用済燃料・
新燃料

392体
注水

615体
注水

前室

西側開口

原子炉
格納容器

燃料取り出し用カバー

566体
注水

燃料取り出し用カバー

遮へい体

注水

使用済燃料プールからの燃料の取り出しに向け

て、原子炉建屋南側に「燃料取り出し用構台・

前室」の建設を行います。

また、燃料デブリ※2取り出し初号機として、

取り出し開始に向けての準備を進めています。

2021年2月28日に使用済燃料プールからの

燃料（566体）の取り出しを完了しました。

また、燃料デブリ※2取り出しに向けて、

追加の原子炉格納容器内部調査の必要性を

検討しています。

2014年12月22日に使用済燃料プールからの

燃料（1535体）の取り出しが完了し、

燃料によるリスクはなくなりました。

使用済燃料プールからの燃料の取り出しに向け
て、建屋カバー（残置部）の解体が完了し、
2021年9月より大型カバー設置工事に着手して
います。
また、燃料デブリ※2取り出しに向けて、原子炉

格納容器内部調査アクセスルートの構築を実施

しています。
※1 オペレーティングフロア：原子炉建屋の最上階
※2 燃料デブリ：事故によって､原子炉圧力容器内の炉心燃料が、原子炉格納容器の中の構造物と一緒に溶けて固まったもの
※3 ブローアウトパネル：原子炉建屋の圧力が増加した時に、自動的に圧力を逃し建屋の破壊を防ぐ
※4 ペデスタル：原子炉本体を支える基礎。鋼板円筒殻内の内部にコンクリートを充填した構造となっている
※5 サプレッションチェンバ：原子炉格納容器の一部で水を保持している部分

養生バッグ

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ※3

（閉止完了）

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ

ペ
デ
ス
タ
ル
※4 ※5

燃料デブリ※2

2

燃料取扱機
クレーン

燃料取扱機
ガーダ
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１号機燃料取り出し用大型カバー設置の進捗状況

アンカー削孔装置

アンカー削孔フレーム

アンカー削孔機

アンカー削孔機本体
・フレーム内で上下・左右に可動

2027～2028年度の燃料取り出し開始に向け、大型カバー
の設置を進めています。

大型カバーは原子炉建屋にアンカー※で支持する設計と
しており、準備作業として、2021年8月下旬より、
アンカー削孔装置を用いて遠隔操作によりアンカー削孔
を開始しました。
また、大型カバー付帯設備(換気設備、放射濃度測定器
等)の設置にあたり、8月23日に実施計画変更申請を提出
しました。

引き続き、2023年度頃の大型カバー設置完了に向けて
作業に取り組んでまいります。

3

※ アンカー：構造部材や設備機器などを固定するために、コンクリートに埋め込んで使用するボルトのこと

＜作業ステップ＞

大型カバー全体の概要図
＊イメージ図につき実際と異なる部分がある場合があります。

大型カバー

アンカー

N

ボックスリング

上部架構

下部架構

仮設構台

可動屋根

約65m

約50m

仮設構台 下部架構 上部架構 ボックス
リング

可動屋根

がれき
撤去用

天井クレーン

現時点

STEP4STEP3STEP2STEP1

大型カバー設置 除染･
遮へい

がれき撤去等 燃料取扱設備
設置

▽燃料取り出し開始
(2027～2028年度)

▽大型カバー設置完了(2023年度頃)

資料－３_ Ｐ３５・Ｐ３６
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２号機燃料取り出しに向けた工事の進捗

2024～2026年度の2号機使用済燃料取り出しに向け、建屋内と建
屋外で作業を実施中です。

建屋内では、2021年度の遮へい設置に向けて建屋最上階の除染
作業中です。現在は床面の粗除染を完了し、高所エリアの除染
に向けた準備をしています。

建屋外では、2022年度上期の燃料取り出し用構台設置着手に
向けて干渉物撤去などの準備工事を実施中です。この後、地盤
改良工事を2021年10月下旬より開始する予定です。

3

除染実施箇所

オペフロ※1線量低減
（床面の高圧水除染状況）

除染装置

※1 オペフロ：オペレーティングフロア。原子炉建屋の最上階

※1

年度

燃料取り出し用構台設置準備作業
（２号機原子炉建屋南側ヤード状況）

変圧器基礎

防災用地下タンク

資料－３_ Ｐ３７・Ｐ３８
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１号機原子炉格納容器内部調査に向けたアクセスルート構築作業の進捗状況

1号機原子炉格納容器内部調査に向けたアクセスルート
構築のための作業を実施中です。
2021年7月15日にグレーチング下部鋼材、手摺(横部)を
切断し、9月17日電線管4箇所を切断し、アクセスルート
構築に関わる干渉物の切断が全て完了しました。

3

10月5日、調査用ROV※3投入用のガイドパイプ挿入の準備作業が完了し、
10月8日から10月中旬を目途に、ガイドパイプの挿入作業を実施します。

作業にあたっては原子炉格納容器圧力を監視し、ダストモニタで
作業エリアのダスト濃度を適切に確認しながら、万が一異常が確認された
場合は必要な措置を実施するなど、周辺環境に影響をあたえないよう、
安全最優先で慎重に進めてまいります。

資料提供：国際廃炉研究開発機構（IRID）

X-2ペネ※2

孔あけ加工機（AWJ※1）
干渉物

（グレーチング等）
原子炉格納容器内干渉物切断

※1 AWJ：高圧水を極細にした水流に研磨材を混合し切削性を向上させた孔あけ加工機（アブレシブウォータージェット)
※2 X-2ペネ（ペネトレーション）：所員用エアロック。人が原子炉格納容器に出入りするための通路
※3 ROV：遠隔操作型の装置 Remotely Operated Vehicleの略

原子炉格納容器内干渉物切断

（上部から見た電線管（切断前））

電線管

電線管

電線管

X-2ペネ

ガイドパイプ

ガイドパイプ設置時のイメージ図

資料－３ Ｐ４２・Ｐ４３
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２号機原子炉建屋最上階内シールドプラグ※1穿孔部調査

シールドプラグ※1の汚染状況を把握は、事故解明の観点
や廃炉工程への影響を把握する観点から重要であり、原
子力規制庁と協働し調査を進めています。
2号機シールドプラグ※1の既存穿孔箇所による線量調査
を2021年8月から9月にかけて実施しました。
調査結果より、シールドプラグ※1の上段と中段の隙間に
セシウムを含む放射性物質が付着、堆積している可能性
が高いこと、汚染状況のばらつきが大きい可能性がある
と評価をしました。
今後、より確度を高めた汚染状況の把握のため、10月よ
りシールドプラグ上の線量調査、12月より新規穿孔箇所
による線量調査を行う予定です。

既存穿孔箇所配置

北

南

既設燃料取扱機

既存穿孔箇所

3

既存穿孔箇所の情報
穴直径：約50㎜
深さ：約70㎜

調査イメージ

調査方法
・測定器の検出器をKobraで把持し、穿孔箇所へ挿入する。

シールドプラグ※1

■：高線量線量計

―：放射線
（透過・散乱）

新規穿孔作業

既存穿孔箇所の調査

線量調査

※工程の進捗により変更する可能性有

新規穿孔箇所の調査

コブラ

コブラ
※1 シールドプラグ：原子炉格納容器上蓋の上部にあり、厚さ610㎜の鉄筋コンクリート

を三枚重ねた構造で、主に原子炉を線源とする放射線を遮へいする。

←上段

←中段

←下段

資料－３ Ｐ４６
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１、２号機廃棄物処理建屋の雨水対策工事

1号機廃棄物処理建屋および2号機廃棄物処理建屋（一部）に
ついて、雨水対策工事を再開します。

2021年9月より準備作業に着手し、同工事に際し、干渉する
非常用ガス処理系配管の撤去が完了次第、主排気ダクト撤去、
がれき撤去を行った後、排水ルートの切り替え作業を実施し
ます。

3

2R/B下屋

4R/B上屋

排気筒

4Rw/B

1,2S/B

排気筒

3T/B下屋

4T/B上屋

4T/B下屋

2T/B上屋

3R/B下屋 4R/B下屋

2R/B上屋

1T/B下屋

1R/B下屋

1T/B上屋

3C/B
4C/B

1C/B
2C/B

2018年2月
ドーム屋根設置完了

大型カバー設置作業中
（2023年度頃までカバー

設置完了予定）

1R/B上屋

3R/B上屋

2013年7月
屋根カバー設置済

3,4S/B

3T/B上屋

2T/B下屋

1Rw/B

2Rw/B

3Rw/B

R/B : 原子炉建屋
T/B : タービン建屋
Rw/B: 廃棄物処理建屋
C/B : コントロール建屋
S/B ：サービス建屋

1,2FSTR他

1/2号機Rw/B 屋根状況

1号機
Rw/B2号機

Rw/B

2020年9月 一部エリア完了

【凡例】

雨水対策実施予定

汚染源除去対策済

カバー屋根等設置済

陸側遮水壁

浄化材

雨水排水先

1～4号機各建屋の雨水対策実施状況

資料－３ Ｐ５７・Ｐ５９

がれき撤去・主排気ダクト撤去作業前に飛散防止剤散布し，
ダスト飛散抑制をはかり、今回工事エリア近傍にダストモニタ
を設置し，ダスト監視を行います。

引き続き、汚染水発生量の更なる低減に向けて、ダストの監視
等を行いながら安全最優先で、2022年度9月まで1/2号機廃棄物
処理建屋の雨水対策工事の完了を目指します。
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廃炉作業に干渉する１、２号機非常用ガス処理系(SGTS)配管の一部撤去を計画

1、2号機非常用ガス処理系(SGTS)配管のうち屋外に敷設してい
る配管については、1、2号機廃棄物処理建屋の雨水対策工事及
び1号機燃料取り出し用大型カバー設置工事に干渉することから
配管の撤去を実施します。

引き続き、遠隔装置の活用等による作業員の被ばく線量対策や
ダストの監視等を行いながら、2021年度中の撤去完了を目指し、
安全を最優先に進めてまいります。

排気筒付け根部
近傍範囲

1,2号機廃棄物
処理建屋上部範囲

：SGTS配管撤去範囲
：切断位置

1号機原子炉建屋南面

2号機原子炉
建屋北面

2号機
主排気
ダクト 1号機

主排気
ダクト

3

1/2号機Rw/B雨水対策との干渉範囲

1号機R/B大型カバー設置との干渉範囲

1/2号機SGTS配管

R/B：原子炉建屋

Rw/B：廃棄物処理建屋

1･2号機非常用ガス処理系配管の他工事との干渉範囲

1･2号機非常用ガス処理系配管図

資料－３ Ｐ６７
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プロセス主建屋地下階のゼオライト土のう※1等の処理作業に向けた調査

2021年7月26日～8月6日に、事故直後の汚染水対策の一環で設置した
ゼオライト土のう※1等の処理作業を想定したエリア調査および
土のうの位置の詳細な特定を目的に、プロセス主建屋の地下階の
調査を遠隔水上ロボット（ボート型ROV※2）を活用して実施しました。

調査の結果、水面の線量、回収作業に資する詳細な土のうの位置
データの採取や目立った干渉物がないことなどを確認しました。
今回の調査結果を精査するとともに、ゼオライト土のう処理方法
の検討を進めてまいります。

水上

水中

3

単位：mSv/h

：ゼオライト土のう※1

プロセス主建屋地下階調査結果（線量調査:水面の線量）

1号機 2号機 3号機 4号機5号機6号機

遠隔水上ロボット（ボート型ROV※2）

※1 ゼオライト土のう：事故直後に同建屋に汚染水を受け入れるにあたり、
放射性物質吸着のため、ゼオライト(多孔質構造の物質)

や活性炭を入れた土のう袋を設置したもの。

※2 ROV：遠隔操作型の装置 Remotely Operated Vehicleの略

●カメラ調査で確認できたこと
・水中と水上を同時に目視確認した

ことで、過去の水中ROV※2の調査
と比較して、正確な位置と数を確認
できました。

・土のうの多くはスラッジ(泥状の固体）
に覆われていますが、比較的形を
とどめています。今後設計及び回収
作業に資する詳細な土のうの位置
データが採取できました。

・目立った干渉物はありませんでした。

調査結果（カメラ調査）

資料－３ Ｐ５７・Ｐ６０
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新型コロナウイルス感染拡大抑制に向けた対策

感染力の強い変異株（デルタ株）による全国的な感染拡大の
影響により、福島第一原子力発電所においても、感染者数が
増加傾向にあった際には、感染者発生抑制および感染拡大防
止を図るため、2021年9月2日より、普段の生活拠点から緊急
事態宣言エリア等に移動・宿泊などをする社員および協力企
業作業員について、感染リスク低減のため、移動先から戻る
前に抗原検査を行う追加対策を実施しました。

新型コロナウイルスワクチン職域接種希望者（約3,700名
うち、社員約950名、協力企業作業員約2,750名）については、
9月14日に接種完了しています。
視察者の受入れは7月12日より中止していましたが、緊急事
態宣言の解除に伴い、10月１日より再開しています。

政府による緊急事態宣言の解除等を踏まえ、10月8日から
福島第一原子力発電所における感染拡大抑制対策を一部
見直しましたが、今後も引き続き、感染拡大防止対策を
適切に実施し、安全最優先で廃炉作業に取り組みます。

10月8日時点では、福島第一原子力発電所で働く社員及び
協力企業作業員等において、新型コロナウイルス累計感染
者数は、104名（社員10名、派遣社員1名、協力企業作業員
92名、取引先企業従業員1名）で、9月2日以降の累計感染
者数はゼロです。また、これに伴う工程遅延等、廃炉作業
への大きな影響は生じていません。

4

○福島第一原子力発電所における感染拡大抑制対策で10月8日より
一部見直した主な対策

（１）出張の厳選
・福島県外への出張は原則TV会議等を活用し、県外移動は厳選
・出張先が立地県の場合は移動前に抗原検査を実施

（２）単身赴任者などの移動
・単身赴任者などの移動は、勤務地および自宅の感染者状況を
踏まえ、不要不急かどうかを各自がより慎重に判断することを
要請

・「緊急事態宣言」、「まん延防止」適用エリアを跨ぐ移動の際
は、上司が確認。また、帰宅中の行動履歴に問題がないことを
上司が確認のうえ、出社の可否を判断

（３）会食の制限
・会食はリスクを考慮のうえ、慎重に判断
・「３密」「大人数」「不特定多数」での会食を回避する
・具体的な「行動履歴の記録」を徹底
・家族を含め、上記自粛を遵守出来ていない場合において、家庭
内でのマスク等の感染予防対策を講じていない場合は、事案発
生日を起点に２週間の在宅勤務もしくは自主的なPCR検査受検
を必須とする

（４）発電所への新規入所者管理
・福島県外からの新規入所者にあたっては、来県前に、「2週間の
行動歴」、「抗原検査を受検し結果に問題が無いこと」を確認し
たうえで入所を許可

接種状況接種会場

資料－３ Ｐ６３
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高性能容器内のスラリー移替え作業、および排気フィルタ損傷への対応状況5

＜事案の発生と影響＞
2021年8月24日、高性能容器(HIC)内のスラリー(沈殿
物)の移替え作業時、HIC排気フィルタ出口のダスト
濃度高警報が発生したため、作業を中断し、その後
調査をした結果、当該排気フィルタに損傷を確認し
ました。
今回の損傷を受け、多核種除去設備内にある排気
フィルタを点検し、全76箇所中32箇所で損傷を確認
しました。
排気フィルタは浄化する機能とは異なる附帯設備で
あり、損傷によりALPS水を浄化性能に影響をあたえる
ことはなく、水処理への影響はありません。
また、これまでに作業員の身体汚染や内部取り込みの
発生は無く、外部への影響もないと評価しています。

資料-３ Ｐ６７・Ｐ６８

＜HIC排気フィルタ損傷に関する推定原因＞
排気フィルタの損傷について、推定原因は以下の
通りです。
・ALPS運転時の前処理における洗浄廃液や、吸着材の
排出作業におけるエアブローにより、HIC内部に
ミストが発生

・エアブローで排気フィルタまで到達したミストで
排気フィルタが湿潤し、空気抵抗が増加。また、
フィルタの強度が劣化

・エアブローの空気が排気フィルタ中央付近に集中
することで、損傷が発生

今回損傷が確認された
フィルタ
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高性能容器内のスラリー移替え作業、および排気フィルタ損傷への対応状況5

資料-３ Ｐ６７・Ｐ６８

＜類似箇所の水平展開＞
本案件を受けて、福島第一原子力発電所で使用している類似
の排気フィルタを抽出し健全性確認を行いました。その結果、
102箇所が抽出され、そのうちの100箇所は、至近の点検実績
や設計・運用面の調査により、排気フィルタの健全性を確認
しました。
残る2箇所は、現物確認を実施し、フィルタに損傷等の異常が
無いことを確認しました。この2箇所については、今後保全
方式や管理方法について検討し、見直しを図ります。

＜2年前の対応と安全面強化＞
当該排気フィルタは、2年前（2019年7月～10月）交換工事に
おいて同種の損傷が確認されましたが、不適合が起票されず、
原因究明、改善措置が講じられていませんでした。
当時の経緯を調査した結果、通常や想定と異なる状態を特別
管理職へ報告するという意識・仕組みの問題や不適合の起票
に際して誤判断する余地があるという運用上の問題がありま
した。また、2019年10月からCR※1起票を開始していましたが、
浸透していませんでした。
以上の問題点を踏まえて対策を講じ、安全管理面の強化を
図ります。

＜ALPSの運転再開について＞
HIC排気フィルタが損傷した推定原因を踏まえて、以下の暫定対策を
講じて、9月7日に増設ALPS(A)系の運転を再開しました。
・ミストとエアブローの影響を緩和できる代替フィルタをHIC排気
フィルタの下流に設置

・代替フィルタが損傷した場合に速やかに検知できるように連続
ダストモニタを設置

ALPSの運転を長期停止することは水処理全体のリスクを高めること
になるため、暫定対策の有効性を確認しながら慎重に運転を実施し
ます。
損傷原因を究明するとともに、暫定対策の有効性を検証のうえ、
ミストとエアブロー対策について恒久対策への設計への反映を検討
してまいります。

※1 CR：機能喪失前の異常などリスクが顕在化する前の兆候段階の状況、
ヒヤリハット、要望推奨など、不適合未満の事象を扱うレポートのこと

■A系用HIC2
・排気口に代替フィルタを設置

※既設ALPSで使用していた、
損傷が確認されていない
高性能フィルタに交換

■A系用HIC1
・排気口に代替フィルタ

を設置

増設ALPS A系 暫定対策の実施状況
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豪雨リスク早期解消に向けた新Ｄ排水路の掘削を開始

豪雨リスク*の早期解消のため、既設のD排水路から港湾内へ総延長
約800ｍ（直径2.2m）の新D排水路を新設する計画です。
2021年9月6日より推進トンネル工法による掘進作業を開始しました。
2022年台風シーズンまでの設置に向け、安全に作業を進めてまいります。

5

C排水路

B排水路

「提供：日本スペースイメージング(株)、©DigitalGlobe、2014年12月25日撮影」

K排水路

物揚場排水路

1号機 2号機 3号機 4号機
5号機6号機

Ｎ

A排水路
(付替後)

新D排水路

旧A排水路

陳場沢川

旧A排水路

A排水路

大
熊
通
り

物揚場

構内排水概要図

新設排水路

※「新設排水路」は仮設扱いであり、「新Ｄ排水路」で本設化します。

推進トンネル工法による掘削状況
D排水路

＊豪雨により1～4号機周囲が浸水し、建屋内に雨水が流入し、建屋滞留水（汚染水）が増加する

資料-３ Ｐ６９
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一時保管エリアコンテナ点検の実施状況

一時保管エリアWにおいて、廃棄物を保管しているコンテナ1基の底部に溜まっていた水が
漏えいしたことを踏まえ、外観目視点検と内容物確認を実施することとしました。
一時保管エリアに保管しているコンテナ5,338基の外観目視点検が2021年7月30日に完了し、
著しい腐食やへこみが確認されたコンテナについて、 補修を実施しました。内容物が把握で
きていない4,011基のコンテナの内容物確認は8月3日より開始し、完了は2021年度内目途です。
なお、準備が整い次第、腐食が確認されたコンテナについては、新しいコンテナへの詰め替え
を実施する予定です。

また、一時保管エリアP排水桝における放射能分析結果において、全ベータの値が一時的に
上昇し、一時保管エリアPに保管しているノッチタンク2基の天板ハッチ部蓋がずれて、水が天
板ハッチ部から漏洩したと推定したことから、ドローンを用いた調査を実施しました。
8月10日、一時保管エリアのコンテナ及びノッチタンク上部の状態を確認した結果、一時保管
エリアWに保管しているノッチタンク2基の天板に穴があることを確認したことから、仮設シート
養生を実施しました。

ノッチタンク仮設シート養生側面下部に著しい腐食があるコンテナ補修

5

今後は、一時保管エリア及び周辺側溝のモニタリングを強化を継続し、コンテナ、ノッチタン
クに本設シート養生を実施したうえで、定期的にコンテナの外観目視点検を実施する予定で
す。

一時保管エリア等配置図

資料-３ Ｐ７１

一時保管エリアP

一時保管エリアX

一時保管エリアW
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廃棄物管理の適正化に向けた計画の検討状況5
工事等で発生したがれき等は、原則速やかに一時保管エリアへ保管していますが、
工事の都合上および一時保管エリアの保管状況により、すぐに運搬できない場合に
は仮設集積場所を設置して集積しています。
仮設集積場所は一時保管エリアと同様に線量率に応じて飛散抑制対策を実施して
おり、区画や線量率の表示をしています。また、一時保管エリアよりも頻度は低いも
のの、3ヵ月に一度の定期的な巡視点検を行っていました。

2021年3月に発生した一時保管エリアに保管していたコンテナからの放射性物質の
漏えい、同年7月に発生した一時保管エリアに保管しているノッチタンクからの放射性
物質を含む雨水の溢水などの対応（外観目視点検、内容物確認等）を優先的に取り
組むことにより、一時保管エリアの整理作業が停滞し、空き容量を確保できないため、
仮設集積場所で保管しているがれき等を受け入れできず、その結果、仮設集積場所
での仮置きが長期にわたり、また仮置量も増加しています。

仮設集積場所の管理状況 2021年7月末現在

資料-３ Ｐ７２・Ｐ７３

①

②
③

④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨ ⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮⑯

⑰

これらの状況を踏まえ、以下追加対策を実施し、仮設集積の最
小化に努めます。

・仮設集積場所の管理レベルを一時保管エリアの管理レベル
まで向上させるために、9月27日から点検内容の追加、頻度
（1回/3ヵ月⇒1回/週）を変更しました。

・一時保管エリアへの受け入れが停滞していた廃棄物を固体
廃棄物G設置の仮設集積場所に運搬し、（主管部となる）固体
廃棄物Gが集約管理を行います（準備が出来次第10月中に
開始予定）。

・一時保管エリアの受入れが可能になり次第、順次運搬します。

＜廃棄物管理の適正化の計画＞
・適切な保管状態の確保に向けた是正を優

先的に進めます。
・それと並行して、エリアの転用や減容処理

等により、一時保管エリアの保管容量を
確保し、仮設集積を解消していきます。

・一時保管エリアの保管容量確保対策と合わ
せて、既存一時保管エリアの保管実態の
反映を行うことで、敷地境界線量への影響
を抑えつつ、2022年度内の仮設集積の最
小化を図ります。

＜管理体制＞
巡視や物量管理の頻度、方法など仮設集積の
目的や実態に合わせた運用を検討し、より安全
な状態が維持できるよう管理に努めます。


